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事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　持続可能な観光まちづくり事業体の成立のための諸条件を検討するため、既に設立された事業体に関する事例調査
等を行うとともに、モデル地域において持続可能な観光まちづくり事業体の設立に向けた実証実験（ワークショップの開
催、設立プランの作成等）を行う。

　観光立国の着実な推進に向けた各地域における観光まちづくりの取組の持続的な展開を図るため、地域の幅広い関
係者が参画し経済的にも自立した観光まちづくり事業体の創設に向けた取組を支援すること。

執行率 - 43.8% 90.9%

平成２０年度：観光まちづくり事業体の事例調査
平成２１年度：実証実験を実施（全国３ヶ所）

事業番号 471

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成２０年度持続可能なまちづくり事業体創出支援調査

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

21年度

執行額

予算額(補正後）

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

- 16

19年度 20年度

総事業費(執行ベース) - - -

担当部局庁

観光立国の推進

関係する計
画、通知等

観光立国推進基本法
第１２条・第１３条

観光立国推進基本計画

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室
観光地域振興部
観光地域振興課

上位政策

課長
笹森　秀樹

11 11

7 10

観光庁

一般会計

22年度 23年度要求

支出先については、企画競争を実施し民間企業等１５社の中から選定している。
観光庁において、自ら契約している相手方から報告書を提出させることにより、事業実施内容を把握している。

補
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握水準・
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見直しの
余地
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算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

※平成21年度事業仕分け評価結果
　　「観光を核とした地域の再生・活性化事業：予算要求の縮減（80％程度を縮減）」

国土交通省公正入札調査会議における指摘等も踏まえ、契約情報について事前公示等を含めた周知期間を十分に置
く等の改善を図っている。今後とも効率的・効果的な予算の執行に向けて改善を図っていくこととしている。

総事業費(執行ベ ス)

【予算科目】 
 組織 観光庁 
 222 観光振興費 
       95 観光振興に必要な経費     （２１年度予算額）    （２１年度決算見込額） 
       95016‐2129‐06 諸謝金             １百万円              １百万円 
       95016‐2122‐08 職員旅費                                  １百万円              １百万円 
       95016‐2122‐08 委員等旅費          １百万円              ０百万円 
       95016‐2123‐09 観光振興調査費       ８百万円              ８百万円 



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ

観光庁 
10百万円 

Ａ.（財） 日本交通公社 
8百万円 

事業の実施方針を策定するとと

もに課題や解決策等を検討 

モデル地域における観光まちづくり

事業体立ち上げの実証事業を実

施 

企画競争・請負

諸謝金 
１百万円 

職員旅費 
１百万円 

委員等旅費 
0百万円 

り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 8 計 0

使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す

A.（財）　日本交通公社 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

諸経費 2

4調査費 データ入力、分析

その他

人件費 報告書作成 2

C G

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0


	シート

